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1.発展前期における消費者行動研究の諸潮流（以下本号）
1 .発展前期における消費者行動研究の諸潮流
発展前期における消費者行動の研究は，前節で示された説明的見解との関係
から，さらに二つの系譜に分けられるであろう。一つは， 1960年代前半にみら
れる，説明的見解の分化の方向を表わすものである。これは，主として行動科
学とマネジメント・サイエンスから理論，概念，および分析技法を適用して，
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消費者行動の特定側面に関する研究を展開しようとする系譜である。もう一つ
は， 1960年代後半にみられる，説明的見解の統合の方向を示すもので，具体的
には前者の諸研究を統合化しようとする包括的モデルの展開に関わる系譜であ
る。最初に消費者行動の特定側面に関する幾つかの主要な展開過程からみるこ
とにしよう。
(1) 消費者行動の特定側面に関する研究
この系譜に属する代表的な研究として，まず計量的アプローチの展開をあげ
ることができる。 (1）これは，主として銘柄選択モデルの構築をはかるものと購買
生起モデル（ChoiceIncidece Models）の構築をめざすものとに大別されるで
あろう。（2）前者のモデルは，ある製品の購買が特定時点で生起することを所与と
して，どの銘柄が購買されるかを予測するものであり，後者のモデルは，ある
製品の購買がいつ生起するか，あるいは特定の時間間隔で何回の購買が生起す
るかを予測しようとするものである。
銘柄選択モデルに関する研究は，既に1950年代の初期にBrownとConningh-
amによって行なわれている。（3）彼等の銘柄（および店舗）忠誠に関する研究で
は，消費者の選択行動がベルヌーイ過程に従うこと，すなわち銘柄の選択確率
(1）計量的アプローチをまとめた代表的な研究については次を参照。 W.F.Massy, D.B. 
Montgomery, D.G.Morrison, Stochastic Models of Buying Behavior, 1970.田村正紀著
『消費者行動分析』白桃書房 1972。
(2) このようなモデ、ルの分類とその規定については，例えば次の文献を参照。 D.B.
gomry, and A. B.Ryans，“Stochastic Models of Consumer Choice Behavior，”inS.Ward 
and T.S.Robertson (eds.), Consumer Behavior:Theoretical Sources. 1973. P. 534. 
(3) G.H.Brown，“Brand Loyalty-Fact or Fiction ？” Advertising Age, XXII (Jun, Oct. 
Dec. 1952) ,;R. M. Cunningham，“Brand Loyalty-What，羽市ere,How Much？” Harvard 
Business Review, 34 (Jan-Febよ1956.pp. 127-137. 
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が以前の選択の影響を受けないことが仮定されている。
Brownは，歯麿き，コーヒー，石鹸等の購入頻度の高い製品で示される銘柄
忠誠の程度を調べ，異なる銘柄の購入回数とそのパターンに基ずき銘柄忠誠の
測度を提示したうえで，それを所帯の類型化に適用した。その後， Brownの測
度が不十分であることが指摘されているが，以下でみられるように，彼の研究
は銘柄の選択と忠誠に関する研究への関心を高めるのに大いに貢献した。他方，
Cunninghamは， Brownの研究で採用された購買パターンとは異なり，ある所帯
が購買する特定製品種類に占める銘柄の比率を銘柄忠誠の測度とし，それを石
鹸，洗浄剤，コーヒ一等の製品に関するパネル・データに適用した。彼の主要
な発見物は， 7つの製品種類にかなりの銘柄忠誠が存在するだけでなく，銘柄
忠誠を示す消費者が製品により異なり，製品種類の消費と銘柄が無関係である
というものであった。
こうした銘柄選択モデルに伴う問題点は，その後， Frank,Massy, Howard 
等により検討されていくが（ぺこれと並行して，マルコフ・モデルに関する研究
が展開されている。このモデルでは，ある代替案の選択確率は消費者が以前に
行なった選択の関数と仮定される。ある選択確率が前回の選択のみに依存する
場合は，一次あるいは単純マルコフ・モデル，またその選択確率が前々回以上
の選択に依存する場合は，高次マルコブ・モデルとそれぞれ呼ばれ，銘柄聞の
推移の状況は推移行列としてあらわされる。
銘柄選択への単純マルコフ・モデ、ルの適用は， Harary=Lipsteinを含む，何
人かの研究者によって試みられている。（5）彼等は，ある製品種類に属する諸銘柄
(4）各論者の見解については，次を参照。 RE.Frank，“BrandChoice as a Probability 
Process，” Journal of Business, 35, Jan., 1962. pp. 43岨56,.W.F.Massy，“Orderand Homo-
geneity of Family Specific Brand Switching Processes，＇’ Journal of Marketing 
Research, 3, Feb., 1966, pp. 48-54, :RA.Howard，“Dynamic Inference，＇’ Operations 
Research, Sept. -Oct., 1965. pp. 712・733.
(5) F.Harary and B.Lipstein，“The Dynamics of Brand Loyalty:A Markov Approach，” 
Operations Research, J an.-Feb,. 1962. pp. 19・40.
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に対して示される忠誠度に基ずき，母集団を銘柄忠誠の高いグループ（ある製
品種類の総購入量の4分の3以上を一つの銘柄に充てた消費者）と低いグルー
プに分け，各グループの推移行列のパメラータを推定している。こうすること
によって，彼等は単純マルコフ・モデルに伴う推移行列の同質性という仮定を
緩和しようとした。また， Styan=Smith は主婦の製品遷移行動を分析するため
に単純マルコフ・モデルを適用している。（6）彼等は，洗剤市場における26週間に
わたる主婦の購買を4つのグループに分け，各週の推移行列を推定したうえで，
集計されたデータが一次マルコフ過程を示すことを明らかにした。これらの研
究と共に，推移確率で表わされる消費者行動に及ぼすマーケティングの影響を
処理するため，価格を推移確率にリンクしようとしたTelserの初期の試みも見
逃すことはできないであろう。（7)
銘柄選択に適用されたもう一つの計量的モデルは，線形学習モデルと呼ばれ
る。その基本的な考え方は，ある期間の銘柄の選択が次の選択機会で同じ選択
を反復する確率を増大させるというものである。
このモデルを最初に消費者行動に適用しようとしたのは， Kuehnである。（8）彼
の狙いは，ある銘柄Aとその競合銘柄Xの購買結果として銘柄Aの購買確率が
どのように変化するかを説明するところにあった。このモデルは，ある銘柄A
(6) G.P.H.Styan and H.Smith, Jr.，“Markov Chains Applied to Marketing，” Journal of 
Marketing, 1, Feb., 1964. pp. 50・5.
(7) L.G.Telser，“The Demand for Branded Goods as Estimated from Consumer Panel 
Data，＇’ Review of Economics and Statistics, 4, Aug., 1962. pp. 300-324. 
(8) A.A.Kuehn，“An Analysis of the Dynamics of Consumer Behavior and Its Implica-
tions for Marketing Management，＇’（unpublished Ph. D. dissertation, Graduate School of 
Industrial Administration, Carnegie Institute of Technology), 1958.モデルの要旨は次
の文献による。“ConsumerBrand Choice-A Learning Process？” Journal Advertising 
Research, 2, Dec. 1962. pp. 10・17.なお，このモデルの展開過程の詳細については，田村，
前掲書， 85-146ページを参照。
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の購買確率を示す横軸と次の購置機会 t+ 1における銘柄Aの購買確率を示す
縦軸の上に描かれた二つの直線の切片と勾配によってあらわされる。この二つ
の直線は，銘柄Aが購買機会tに購買される場合に次の購買機会t+ 1におい
て銘柄Aの購買確率に作用する購買オペレータと，競合銘柄Xが購買機会tに
購買される場合に次の購買銀会t+ 1において銘柄Aの購買確率に作用する拒
絶オペレータをそれぞれ示している。 Kuehnは，このモデルを冷凍オレンジ・
ジュースの銘柄選択の分析に適用し，最近のある銘柄の選択が次回の選択確率
に顕著な影響を及ぼすことを明らかにしている。
その後， Hainesは，拒絶オペレータを修正した線形学習モデルを新製品の導
入期における市場シェア・データに当てはめた結果，彼のモデルがそうしたデー
タにおおむね一致することを報告している。（9）またCarmanは，購買オペレータ
と拒絶オペレータの勾配を等しくした，線形学習モデルの特殊ケースを検討し，
それが経験的データと一致することを見出している。（10)
購買生起モデルの構築をめざす初期の研究の一つは， Ehrebergによって提示
されている。（11）彼のモデルは，主として次の二つの仮定から構成される。第一
は，継続的諸期間において各消費者によって行なわれる購買の数がボアソン分
布に従うというものである。この仮定は，
(a) そうした諸期間が均しい長さで，かつ相互に同じものであり，
( b) ある期間の購買が次の期間の購買に影響するほど短くはない
というこつの条件が満たされる場合に成立する。ここで，各消費者は彼自身の
(9) G.Hanies，“A Theory of Market Behavior After Innovation.”Management Science, 
10, July, 1964. pp. 634-658. 
(10) J .M.Carman，“Brand Switching and Linear Leaming Models，”J oumal of Advertising 
Research, 6, June, 1966, pp. 23-31. 
(!D A.S.C.Ehrenberg，“The Pattern of Consumer Purchases，” Applied Statistics，四，
March, 1959, pp. 26・46.
長期的平均購買率を示すパメラータμi，をもっボアソン分布によってあらわさ
れる。第二は，こうした〆，が消費者の母集団においてガンマ分布が従うという
ものである。これは，ガンマ分布が比較的柔軟な分布をとるところから，とり
わけ窮屈な仮定とはみられてはいない。このような二つの仮定がみたされると，
ある期間における購買の数の分布は負の二項分布に従うことになる。Ehrenber”
g のモデルが負の二項モデル（NegativeBinominal Model) とも呼ばれる所以
はここにある。このモデルは， Chatfield等のその後の研究で拡張が試みられて
いる。（12)
もう一つの主要な購買生起モデルは， Fourt=Woodlockによって提示されて
いる。（川彼等の狙いは，購入頻度の高い新製品の市場導入の成否を予測するモ
デルを展開するところにあった。
Fourt = Woodlockは，各種新製品の累積浸透曲線の観察から，①それぞれ
の連続的期間における累積浸透曲線が全所帯を下回る（すなわち100パーセント
以下の）限定的な上限浸透水準に近寄り，②それらの曲線の増分が低下する，
という共通のパターンに注目し，それが各期間における浸透率の増分を上限浸
透率の残差に比例させることによって接近されるとしている。各期間の浸透率
の増分は次の式で与えられる。 (14)
Qt=rQ(l -r)tー1…．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・・・・（1)
(12) C.Chatfield, A.S.C.Ehrenberg, and G.J.Goodhardt，“Progress on a Simplified Model of 
Stationary Purchasing Behavior，”“Journal of the Royal Statistical Society, Series A, 
CXX刃X,1966, pp, 317・367.
(13) L.A.Fourt and J.W.Woodlock，“Early Prediction of Market Success for New Grocery 
Products，” Journal of Marketing, 25. Oct. 1960, pp. 31・38.
(14) なお，定式化と数値例は次の文献による。 P.Koler, Marketing Decision Marking:A 
Model Building Approach, 1971, pp. 524-525. 
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ただし， Qニ上限浸透率の一部としての期間 tにおける累積浸透率の増分
r＝まだ新製品を採用していない購買者の浸透率（定数）
Q＝全購買者の一部としての上限浸透率
t二期間
ここで二つのパメラータ， rとQが販売データやマーケティング調査等で，例
えば， r=Oふ Q=0.4と推定される場合，最初の期間における累積浸透率の増分
は次のように算定される。
Qi =rQ(l -r)1ーl二 rQ=0.3(4)=0.12 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・イ2)
また第2期の増分は次の通りである。
Qz=rQ(l-r)2-1=rQ(l -r)=r(Q-rQ) 
=0.3[0.4-0.3(0.4)]=0.084・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・（3)
Fourt=Woodlockは，現実のデータとの適合度を高めるため，別途に（1）式に
正の定数kを考慮、した修正モデルを提示している。
彼等のモデルは，その後， Perfitt=Collinsの銘柄シェア予測モデル， Bassの
接触伝染モデル， MassyのSTEAMモデルなどの展開に大きな影響を与えるこ
とになる。（15)
こうした計量的アプローチと並行して，行動科学的アプローチが展開されて
いる。行動科学的アプローチは，消費行動を客観的な観察と実験を主とする実
(15) 各モデノレについては，次を参照。］.H.Parfittand B.J.K.Collins，“Use of Consumer 
Panels for Brand Share Prediction，” Journal of Marketing Research, 5, May, 1968, 
pp131-145,:F.M.Bass，“A New Product Growth Model for Consumer Durables，＇’ Man-
agement Science, 5, 1969, pp. 215-227,:W.F.Massy，“A Stochastic Evolutionary Model 
for Evaluating New Products，” paper presented at the Unated Ststes Meeting of the 
Institute of Management Sciences, April 4・6,1967,pp3司8.なお，次の文献も参照。田村，
前掲書， 202・209ページおよび214-232ペー ジ。
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証的方法によって研究しようとする包括的な接近方法の総称であり，一般に心
理学，社会学，人類学などが含まれる。ここでは，個人レベルから社会文化レ
ベルにわたる幾つかの分析レベルに応じて数多くの研究が展開されている。（16)
心理的分析では，個人が分析単位とされ，認知，知覚，学習，信念，態度，パー
ソナリティ・動機づけのような心理学的諸要因の消費者行動に及ぽす影響に関
する研究が行なわれている。社会的分析では，集団がその分析単位とされ，主
として社会学的諸概念と方法によって，消費者行動に与える他者の影響に関す
る研究が展開されている。さらに，社会文化的分析では，分析単位はより集計
水準の高い社会カテゴリーにおかれ，社会階層，下位文化，文化などの社会学
的・人類学的諸要因の消費者行動に与える影響が研究されている。以下では，
この期間において各レベルで比較的顕著な潮流を形成したとみられる幾つかの
研究の系譜をたどることにしよう。
個人レベルの代表的な研究として，最初に， Bauerを中心とするハーバード大
学の研究者により展開された知覚リスク・モデル（PerceivedRisk Model)に
関する研究をあげることができょう。
Bauerは，消費者行動は，確実に予測しえない行動結果をもたらすという意味
でリスクを伴い，消費者はこうしたリスクを最小化する，というこのモデルの
基本的な着想を提示した。 (17）このモデルの構成素と，モデルの’情報操作（infor-
mation handling）に対する含みを検討するために数多くの研究が行なわれてい
(16）消費者行動研究で採られる行動科学の3つの分析レベルについては，例えば次の文献
を参照。 H.H.Kassarjianand T.S.Robertson (eds), Perspectives in Consumer Behavior, 
1973, pp.XIII-XVI.彼等は，第4の分析レベルとして生物的あるいは生理的レベルを示唆
している。。7) R. A. Bauer，“Consumer Behavior as Risk Taking，” in D.Cox (ed.), Risk-Taking and 
Information-Handling in Consumer Behavion, 1967, p. 24. 
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る。（附
例えば， Cunninghamは，知覚リスクの測度を提示し，それを1200人の主婦を
対象としたサーベイで実証するとともに，そのリスクの程度が製品種類だけで
なく，消費者によっても異なることを明らかにした。 (19）またCoxは，リスクの処
理では，通常，結果の重要性を調整するよりもむしろ情報を処理するという仮
説を提示し，消費者が特徴的な不確実性の低減策を講ずることを示唆してい
る。（20）さらにCoxは，知覚リスクが，不確実性・結果という構成素だけでなく，
機能的（パフォーマンス）／心理社会的，個別的／一般的，現実的／理想的といっ
た構成素をも含む多次元的な概念であることを提言している。（21)
知覚リスクと情報取得の関連に関する研究では，例えば次のような発見物が
報告されている。 Cunninghamは，サーベイ・デーータの分析に基づき，口伝て
活動（wordof mouth activity）が知覚リスクの高い製品種類で最も高くなり，
知覚リスクの高い消費者が，誤った購買の回避に役立つかもしれない非好意的
な情報を得るため，消費者情報経路を利用することを見出している。（22）後者の
発見は，その後， Arndtによって支持されている。（却すなわち彼は，ある新製品
に関する非好意的な情報を受容したリスクの高い消費者がだれもその製品を購
(18）知覚リスク・リスクと情報操作に関する研究をまとめた文献としては， Cox,1967,op. 
cit.，を参照。
(1的 S.M.Cunningham，“MajorDimensions of Perceived Risk，＇’ Cox, 1967, op.cit., pp. 
82”108. 
(20) D.Cox，“Risk Handling in Consumer Behavior-an Intensive Study of Two Cases，＇’ 
Cox, 1967, op. cit., pp. 72・73.
(2D D.Cox，“Risk Taking and Information Handling in Consumer Behavior，” Cox, 1967, 
op. cit., pp. 604・639.
(2) S.M.Cunningham，“Perceived Risk as a Factor in Consumer Communications，” Cox, 
1967, op. cit., pp. 265・288.
(23) J .Arndt, ＇‘Perceived Risk, Sociometric Integration, and a Ward of Mouth in the 
Adoption of a New Food Product，” Cox, 1967, op, cit., pp. 289-316. 
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入しなかったことを示した。 Arndtは，この点に加えて，ある製品で知覚リスク
の高い消費者がその製品に属する新銘柄に関する口伝てに露出されないことを
示している。彼によれば，その理由の一つは，リスクの高い消費者が情報追求
に対して低い動機づけしか持たないためである。彼等は，強い銘柄忠誠により
その新銘柄に関心を示さないだけでなく，その新銘柄を採用しようとしないか
らである。もう一つは，彼等が現在の銘柄に満足しているために，情報を必要
としないことによる。
また，知覚リスクと情報処理の関連についての研究では，消費者が，直面す
る知覚リスクの種類（パフォーマンスおよび心理社会的リスク）に関わる情報
に対してより多く反応するという命題が検討されている。例えば， Coxは，ナイ
ロン靴下の二つの銘柄の性能評価に不確実性を抱く消費者がその不確実性の低
い人の二倍も販売員の意見を受け入れていたことを見出した。仰）同様に， Bar-
achは，シャンプー，マ一ガリン，インス夕ント．コ）ヒ一などの包装商品とそ
の銘柄の評価について確信を持てない婦人が確実性の高い人の2.5イ音もテレビ
のCMに影響されたと報告している。（2
択では医師が販売員（ノfブオ一マンスおよび、心理社会情幸~）の二倍も製薬会社
の評判（ノfブオ一マンス情幸~）に影響されていたのに対して，リスクの少ない
薬品では医師が販売員に迎合しがちである点を指摘している。聞これは，リス
クの低い状況において会社の評判と販売員が医師の薬品選択への影響で等しい
(24) D.Cox and R.A.Bauer，“Self Confidence and Persuasibility in Women，”Cox, 1967, op. 
cit., pp. 394-410.なお，情報処理と被説得性の関係については，拙稿「消費者の情報操作
とマーケティング・コミュニケーションについて」（富大経済論集，第18巻，第1号）に
おいてやや詳しく論じている。
(25) }.A.Barach，“Self -Confidece and Reactions to Television Commercials，” Cox, 1967, 
op. cit., pp. 428-441. 
(26) R.A.Bauer，“Risk Handling in Drag Adoption:The Role of Company Prefernce，”Cox, 
1967, op.cit., pp. 524・540.
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役割を果していたことを含意するのであろう。
次に，上述の知覚リスク・モデルと同じ個人レベルに属する研究として，認
知的不協和モデル（CognitiveDissonance Model)に関する研究をあげること
ができる。このモデルは，周知のように， Festingerにより定式化された理論を
消費者行動に適用したものである。（27)
この理論は，基本的には，ある人が自分自身，自分の行動，あるいは環境に
ついて持っている二つの認知要素（知識，信念，意見，態度など）の聞に不協
和的な関係がある場合には，この不協和の状態が心理的不快感をもたらすため，
その人はこれを解消するように動機づけられるということを主張するものであ
る。 Festingerは，この理論が幾つかの行動分野に関連することを示唆している
が， 1960年代初期の消費者行動研究においては選択肢の決定という分野に主た
る焦点が合わされた。
この理論によれば，相対的魅力の等しいこつの選択肢のいずれかが選択され
ると，選んだ、選択肢の魅力を増大したり，選ばなかった選択肢の魅力を減少さ
せることで決定後の不協和が解消され，その過程でこの決定を支持する情報に
一層選択的になることを示す。この点について，幾つかの実証研究が行なわれ
ている。例えば， Brehmは，女性の被験者に数種類の製品を評価させたうえ
で，同じように評価された二つの製品のうち一つを選ばせ，改めて全製品を再
評価するように求めた。側その結果は，被験者が選んだ、製品の評価を増大し，
選ばれなかった製品の評価を減少するというものであった。ここでは，製品を
提供されただけの統制グループがその評価を変えなかったことから，そうした
再評価は当該製品の所有によるものではないと考えられる。またEhrlich等によ
仰） L.A.Festinger, A Theory of Cognitive Dissonance, 1957. （末永俊郎訳，『認知的不協
和の理論』誠信書房， 1965）。
(28) J.W.Brehm，“Post Decision Changes in the Desirability of Alternatives，” Journal of 
Abnormal and Social Psychology, 52, 1956, pp. 384・389.
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る研究は，新車の購買者が，考慮、しながらも選ばなかった銘柄の広告よりも購
買した車の銘柄に関する広告に多くの注意を払っていたことを見出している。
（制いず、れの研究も認知的不協和理論に基づく予想をおおむね支持するものであ
ったといえよう。
一方， Engelは，次の二つの仮説を検証するため，シボレーの所有者と非所有
者に対してシボレーとプリマスのそれぞれの優越性を主張する意見に賛否を回
答するように求めた。（初）
①不協和がある場合，シボレーの所有者はその優越性を主張する意見に賛成す
る。
②シボレーの所有者は，シボレーの優越性に関する意見を想起しながら，意識
的に彼等の決定を疑うデータを忘れるように努める。
彼によれば，二つの回答者グループでほぼ同じ回答ノfターンが見出されたた
め，購買決定後においてシボレーの所有者にはほとんど不協和が示されなかっ
たという。その後， StraitsはこのEngelの研究に対して幾つかの方法上の問題を
提起している。（31)
集団レベルでは，イノベーションの普及（diffusion）に関する研究が認めら
れる。これは，その基盤を前述されたLazersfeldクソレープの「二段階コミュニ
ケーション・フロー仮説J に求められるが，一般には，多様な分野で見出され
たイノベーションの普及に関する発見物を統合し，普及過程の一部として概念
程的 D.Ehrlich, I. Guttman, P.Schonback, and ].Mills，“Post Decision Exposure to Rele-
vant Information，” Journal of Abnormal and Social Psychology, 57, Jan., 1957, pp, 
98-102. 
(30) J.F.Engel，“Are Automobile Purchasers Dissonant Consumers？” Journal of Market-
ing, 27, April, 1963, pp. 55-58. 
(3U B.C.Straits，“The Pursuit of the Dissonant Consumer，”Journal of Marketing, 28,J uly, 
1964, pp. 62・66.
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的な採用モデ、ルを提示したRogersの研究で知られている。（32)
彼は，普及過程が①イノベーション，②イノベーションに関するコミュニケー
ション過程，③社会システムの特徴，④時間の経過といった次元からとらえら
れるとしている。ここで，イノベーションとは，潜在的採用者によって新しい
と知覚されるアイデアあるいは製品を示し，採用者あるいは採用単位には，個
人や集団が含まれる。採用は，イノベーションを使用する意志決定をさし，そ
の過程は，イノベーションの最初の認識からその採否に至るまでの観念的諸段
階を意味する。またコミュニケーション過程には，ある社会システム内部の，
あるいは複数社会システム聞における採用者あるいは採用単位間のイノベー
ション情報の伝達とその採用の流れを含む。また，社会システムは，「機能的tこ
分化され，集合的な問題解決を行なっている人々の集合体」と定義されている。
さらに，普及過程における主要な要素は，こうした要素問の動態，すなわち社
会システム内部あるいは社会システム聞におけるイノベーションの情報伝達と
その採否の時間的変化にあるとされている。一般に普及モデルといわれるのは，
このような過程を説明するために展開された概念枠組をさしている。（ね）
1965年にいたるまで，消費者行動における普及過程に関する研究は僅かなも
のにすぎなかったが，そこには新たな系譜を形成する兆を認めることができる。
例えば， Bellは，新製品を最初に採用する市場の10パーセントをイノベーターと
規定し，皿洗い器，エアー・コンディショナー，カラーTV，ステレオなどの
(32) E.Rogers, The Diffusion of Innovations, 1971.なお，マーケティングの立場から1960
年代における普及に関する研究を体係化した文献としては， T.S.Robertson,Innovative 
Behavior and Communications, 1971. （加藤勇夫，賓多国弘共訳『革新的消費者行動』白
桃書房， 1975）を参照。
(3) CW.King，“Adoption and Diffusion Research in Marketing:An Overview，” inM.H. 
Raymond (ed.), Science, Technology, and Marketing. Proceedings of the Fall Confer-
ence of the American Marketing Association, Aug.-Sept. 1966 pp. 666-667. 
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耐久消費財のイノベーターの特徴を識別しようとしている。側彼は，イノベー
ターが教育水準，所帯収入，家族数などでその他の採用者カテゴリーと異なる
とともに，情報源，相談方法，訪問店舗数でも特徴的であるとしている。
またFrank=Massyは，パネル・データの分析によって，新たに導入された
コーヒーの銘柄を採用する所帯と既存の銘柄を購買しつづける所帯の相違点を
検討したうえで，所帯の購買特徴（最頻購入銘柄の全購入額に占める割合，訪
問店舗数，銘柄数等）がその社会経済的特徴（居住地域，所帯内の成人の数，
収入，職業等）よりも新銘柄の採用行動において重要な役割を果すことを示唆
している。（35)
さらにKingは，彼がファッション・イノベーターと呼ぶ，婦人装身具の初期
購買者に焦点、を当てた一連の研究を行なっている。（附彼は，まず採用者カテゴ
リーの比較分析で，初期購買者が他の採用者よりも社会的地位が高く，ファッ
ションへの関心が高く，社交的であること等を示し，その後の研究では，次の
ような初期購買者のコミュニケーションに関する特徴を改めて指摘してい
る。（37)
1.マス・メディアへの接触度が高い。
(34) W.E.Bell，“Consumer Innovators:A Unique Market for Newness，” in S.A.Greyser 
(edよTwardScientific Marketing. Proceedings of the Winter Conference of AMA, Dec. 
1963. pp. 85・95.
倒 RE.Frankand W.F.Massy，“Innovation and Brand Choice:The Folger’S Invasion，”in 
S.A.Greyser (ed.), Toward Scientific Marketing, Proceedings of the Winter Conference 
of AMA, 1963, pp. 96-107. 
(36) CW.King，“The Innovator in the Fashhon Adoption Process," in L. G.Smith (ed.) 
Reflections on Progress in Marketing, Proceedings of the Winter Conference of AMA, 
1964, pp. 324・339.
(37) CW.King，“Communicating with the Innovator in出eFrashion Adoption Process，” 
Proceedings of AMA, Winter Conference, 1965, pp. 425-439. 
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2.一般的な社会的コミュニケーションや，ファッションに関するコミュニ
ケーションが交際の中心となるような活動への関心が著しく高い。
3.組織への加入数や活動数で測定された社交性が高い。
4.専門的会合への出席や，新しいファッションが紹介される公式的活動への
出席で測定された，外部社会環境からのコミュニケーションへの接触度が
高い。
5. ファッションの情報源として，特に，ファッション・ショー，ファッショ
ン雑誌，新聞のファッション広告のような技術的情報源への選好が高い。
こうした研究と並んで，サーベイ法を用いて，消費者の医師の選択に及ぽす
対人的影響の役割を明らかにしようとしたFeldman=Spencerの研究（鈎）や自動
車保険の採用におけるオピニオン・リーダーシップと影響の流れを検討した
Nicosiaの研究等（39）を見逃すことはできないであろう。
社会文化レベルの代表的な研究として，社会階層に関する研究をあげること
ができょう。この種の研究は， Warner等によって提示された6つの階層類型に
多くを負っている。附彼等は，収入，収入源，教育，職業，近隣関係などの変
(38) S.P.Felclman and M.C.Spencer，“The Effect of Personal Influence in the Selection of 
Consumer Services，＇’ in P.D.Bennett (edよMarketingand Economic Development, 
Proceedings of the Fall Conference of AMA, 1965, pp. 440-452. 
(39) F.M.Nicosia，“Opinion Leadership and the Flow of Communication:Some Problems 
and Prospects，” in LG.Smith (edよReflectionson Progress in Marketing, Proceedings 
of AMA, Winter Conference, 1964, pp. 340-358. 
側 W.L.Warner,M.Meeker, and E.Eells, Social Class in America:Manual of Procedure 
for the Measurement of Social Status, 1960.なお， Warnerとその共同研究者達による一
連の研究については，共関利明「消費者行動の社会学的研究」，吉田正昭・村田昭治・井
関利明共編『消費者行動の理論』丸善， 1969,138-150ページを参照。
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数に基づき，社会を上の上，上の下，中の上，中の下，下の上，下の下の階層
に分類し，各階層を詳細に特徴づけている。
消費者行動に及ぽす社会階層の影響に関する初期の研究では，店舗選択行動
が社会階層によって異なることが指摘されている。例えば， Martineauは，購買
者が店舗の社会的地位を自身の社会階層に合わせてデ、パート，衣料店，家具店
を選択することを見出している。附彼によれば，購買者は，自分に合わない店
に出掛けて敢えて場違いの不快感を経験しようとはしないという。またGott-
liebは，居酒屋とカクテル・ラウンジを比較し，それらの利用が社会階層によっ
て異なることを報告している。同それは，ラウンジが中の上階層の人達によっ
て多く利用されるのに対し，居酒屋は主に下の上階層に訴求したというもので
あった。
社会階層と支出ノfターンの関連に関する研究でも興味深い結果が示されてい
る。例えば， Colemanは，年収は同じでも階層の異なる三つの所帯について次
のような支出パターンの違いを見出している。（必）
(1) 中の上階層；高級住宅地にある住居，高級家具，高級衣料，文化的娯楽あ
るいはクラブ会員権に収入の多くを支出しているo
(2) 中の下階層；（1）ほど高級ではない住宅地にあるかなり立派な住居や高価で
はない多くの衣類を保有し，クラブ会員権に支出するよりもむしろ預金の増額
に心掛けている。
(3) 下の上階層；（1),(2）より劣る住宅地と住居を所有しているが，それらの所
帯に比べてより大きくかっ新しい型の車，高価な家電品，大型TVセットを保
(4D P.D.Martineau，“Social Classes and Spending Behavior，” Journal of Marketing, 23, 
Oct., 1958, pp. 121-130. 
仰） D.Gottlieb，“The Neighborhood Tavern and the Cocktail Lounge:A Study of Class 
Differences，” American Journal of Sociolgy, 62, May, 1957 pp. 559-562. 
臼3) RP.Coleman，“The Significance of Social Stratification in Selling,"in M.L.Bell (ed.) 
Proceedings of the 43rd National Conference of AMA, Dec. 1960, pp. 171-184. 
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有する。この所帯は，衣類に少なく，スポーツ用品等に多くを支出する。
同じ研究でColemanは，それぞれの階層の中の所得差に着目し，各階層の平
均よりも多くの所得を稼得する人達を「過剰特権層」，平均以下の所得を稼得す
る人達を「過小特権層」と呼んでいる。彼は，こうした特権層がその社会陛層
の典型的な成員とは異なる消費パターンを示す点を強調しているo
メディアに対する反応にも社会階層間の差異がみられるようである。 Pirie
は，テレビやAMラジオよりも FMラジオ，雑誌，新聞が一般的に高い社会階
層に訴求するけれども，一日の時間帯によってラジオとテレビの階層別視聴者
が異なる点を明らかにしている。（州下の上階層の労働者（例えばトラック運転
手）は中の下階層の労働者（例えばディーゼル機関のエンジニア）よりも早く
出勤し帰宅するため，ラジオとテレビの視聴者は，朝，晩の早い時間帯では下
の上階層，遅い時間帯では中の下階層となるというのである。また，テレビ視
聴者に関する研究でGlick=Levyは，下の上階層はよく知られた芸能人や余り
複雑ではない筋書きの番組を好み，中の下階層は冒険ものや西部劇のような快
活な娯楽番組を求め，さらに中の上階層はテレビ番組一般に対して批判的であ
るとしている。（45)
このように， 1960年代前半期において行動科学とマネジメント・サイエンス
から概念と技法を広範に適用し，消費者行動の特定側面に焦点を合わせた多様
な計量的研究と行動科学的研究が展開された。この短い期間に蓄積された研究
の量と多様性は，明らかに消費者行動研究がこの期間において目覚ましい発展
を遂げたことを示すであろう。前述のように， Shethは，この時期に検証可能な
命題とそれを統合する概念枠組が提示された点に着目して，この期間を「中範
制） M.C.Pirie，“Marketing and Social Class:An Anthropologist' View，” Management 
Review, 49, Sept. 1960, pp. 45-48. 
師，） I.Q.Glick and SJ.Levy, Living with Television. 1962. 
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囲理論段階（middle-range-theory phase）」と呼んでいる。（州またMowenは，
行動科学などからの理論，概念，アイディアの積極的な借用を重視して，この
期間を「借用段階（borrowingstage）」と名づけている。（47）いづれも，この期
間のポジティブな側面を強調したものといえるであろう。
しかしながら，各種の立場や方法論からの多様な研究の存在は，この分野に
百花擦乱の状態をもたらしているとみることもできるであろう。Shethは，同様
な認識に立ち，この分野の当面する問題点として（1）定式化の多様性が群盲象を
撫で，互いに異なる結論を下す状況を招来し，（2）観察された購買行動現象を説
明しようとする理論と，適切な定義と測定を準備する定量的手法が相互に独立
して展開され，この分野の成熟化を阻害してきたことを指摘している。（48)
Shethは，消費者行動研究の百花擦乱の状態，言い換えれば，群盲象を撫でる
がごとき様相を克服する手掛かりとして，次のように提言している。州「それ
（消費者行動研究）は，一方で，仮説構成諸概念問の法則的ネットワークを擁
する公式理論を準備し，他方で，媒介変数を通して知覚面（観測可能なデータ）
との対応規則を定立する試みによって推進することができる。その最良の策は，
マーケティングや社会的影響によってその後の変化を受ける，ある基本的な心
理過程を仮説構成概念として有する個人購買者に（研究努力を）集中すること
臼日 J.N.Sheth, “The Next Decade of Buyer. Behavior Theory and Research，” in J.N. 
Sheth (edよModelsof Buyer Behavior: Conceptual, Quantitative, and Empirical. 197 4. 
pp. 393-394. 
仰） J.C.Mowen, Consumer Behavior, 1987, p. 14. 
側 J.N.Sheth，“AReview of Buyer Behavior，” Management Science, 13, Aug. 1967, 
B-718. 
臼9) Sheth, op. cit., B-742. 
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であると思われる。」と。（50) （括弧は筆者）
彼の提言は，上記の二つの問題点を克服しうる一つの学際的・統合的な研究
方向を示唆するものといえるであろう。このような方向に沿った本格的な研究
は，次の1960年代後半期における包括的消費行動モデルの展開を倹たなければ
ならない。 （未完）
(50）彼によれば，理論は，観察可能なデータを提供する知覚面と，諸概念の集合を提供する
概念面というこつの側面を持たなければならず，概念面にある諸概念は仮説構成概念と
媒介変数に大別される。媒介変数は，知覚面で観察された数多くの指標から成る表示物
(index）あるいは合成的な測度のような，観察可能なデータの同型的な変換（そのため
のルーノレは対応規則と呼ばれる）であるのに対し，仮説構成概念は，そうした変換に加え
て，事実内容を越える何らかの剰余意味（surplusmeaning）を持つとされる。 S-0・R（刺
激一生活体一反応）パラダイムでいえば，媒介変数はSとRの表示物であり，仮説構成概念
はOを示す。また，媒介変数は仮説構成概念に対して確率的に結合されることが指摘され
ている。 Sheth,op. cit., B-720, B-740. 
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頁 r 訂正箇所 誤 正
5 1 1 6行目 ボアソン ポアソン
6 1行目 ボアソン ポアソン
7 注(15)5行自！ Ststes States 
1 5 注（40) 3行自 共関利明 井関利明
67, 1 7行目 マレー バ マレバ
79 4行目 Wr i in Writ in 
B2= B〔1-m・K〔02-.K〔02
イFリヅ7－手
1 1 4 ( 4 8）式 B2= 8〔1-§)-K{02-K〔0)l+ 8{1一β｝ 1 +8{1一β）
